
【住宅】省エネ基準適合の申請手続きについて

省エネ適判の要否
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１ 省エネ適判の要否

申請建築物について、
以下の認定等を取得（または取得予定）
している（部分認定は除く。）

・設計住宅性能評価書
・長期優良住宅認定通知書
・長期使用構造等である旨の確認書
・性能向上計画認定通知書
・低炭素建築物認定通知書

評価方法は１種類である

評価方法は、一次エネ及び外皮
基準ともに仕様基準または誘導
仕様基準により評価する

省エネ適判 必要

省エネ適判 不要

申請建築物の用途が
住宅用途のみである

省エネ適判 不要

YES

NO

YES

NO

YES

NO

YES

NO

仕様基準
（３F）

標準計算法
（１～２F）

仕様基準

【例１】
１種類

【例２】
２種類

２ へ

へ３ ４

※確認申請書で、各種評価書及び
各種通知書の添付されているこ
となどを審査確認します。



２ 仕様基準

■確認申請時の必要書類

根拠法令

建築基準法施行規則第１条の３　別表二（八十五の二）

□ 設計内容説明書

□ 配置図

□ 仕様書（仕上表を含む。）

□ 各階平面図

□ 用途別床面積表

□ 立面図

□ 断面図又は矩計図

□ 各部詳細図

□ 機器表

■確認申請書への記載例

確認申請書第二面【８．建築物エネルギー消費性能確保計画の提出】
への記載方法

✓

仕様基準の場合は、「仕様基準」
誘導仕様基準の場合は、「誘導仕様基準」と記入

設計図書の作成方法・記載内容等の詳細については、
国土交通省HP掲載の「省エネ基準適合義務制度の解説」
P97 以降をご参照ください。
（https://www.mlit.go.jp/common/001852347.pdf）

https://www.mlit.go.jp/common/001852347.pdf


２ 仕様基準

30 ㎡以内 2,500 円

30 ㎡超 100 ㎡以内 4,700 円

100 ㎡超 200 ㎡以内 7,800 円

200 ㎡超 9,400 円

30 ㎡以内 4,300 円

30 ㎡超 100 ㎡以内 8,200 円

100 ㎡超 200 ㎡以内 13,300 円

200 ㎡超 500 ㎡以内 15,900 円

500 ㎡超 1,000 ㎡以内 22,300 円

1,000 ㎡超 2,000 ㎡以内 31,300 円

2,000 ㎡超 5,000 ㎡以内 50,100 円

5,000 ㎡超 68,900 円

手数料床面積の合計

一戸建て住宅

一戸建て住宅

以外の住宅

■手数料
都市整備局ＨＰ「建築基準法関係申請手数料」で公表している確認申請手数
料（表１）に、仕様基準による審査手数料（表４）を加算した合計額が申請
手数料となります（※）。

30 ㎡以内 6,900 円

30 ㎡超 100 ㎡以内 13,000 円

100 ㎡超 200 ㎡以内 21,000 円

200 ㎡超 500 ㎡以内 25,000 円

500 ㎡超 1,000 ㎡以内 35,000 円

1,000 ㎡超 2,000 ㎡以内 49,000 円

2,000 ㎡超 10,000 ㎡以内 146,000 円

10,000 ㎡超 50,000 ㎡以内 249,000 円

50,000 ㎡超 474,000 円

手数料床面積の合計

【表４】

【表１】

例： 150㎡の一戸建て住宅
     21,000円 + 7,800円 ＝ 28,800円
5,500㎡の共同住宅

146,000円 + 68,900円 ＝  214,900円   

※建築基準法第６条の３第１項ただし書又は同法第18条第５項ただし書の規定による審査をする部分が含まれ
る場合は、別途申請手数料を加える必要があります。都市整備局HPにてご確認ください。
（https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_gyosei/gyosei/kijun/tesuryo）

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_gyosei/gyosei/kijun/tesuryo


３ 設計住宅性能評価等

■確認申請時の必要書類

以下の書類のいずれかを添付して提出

□ 設計住宅性能評価により省エネ適判を省略する場合 設計住宅性能評価書又はその写し

□ 長期優良住宅認定により省エネ適判を省略する場合 長期優良住宅認定通知書又はその写し

□ 長期使用構造等確認書により省エネ適判を省略する場合 長期使用構造等確認書又はその写し

□ 上記のいずれかを確認申請時に提出できない場合 宣言書（第３号様式の３）

■手数料
確認申請手数料のみになります。

■宣言書
（東京都建築基準法施行
細則別記第３号様式の３）
設計住宅性能評価書等により
省エネ適判を省略する場合に
おいて、確認申請時に設計住
宅性能評価書等又はその写し
を提出できない場合は、宣言
書の提出が必要
その場合、設計住宅性能評価
書等又はその写しは、確認申
請の審査期間末日の３日前ま
でに提出が必要

建築主事

東京都○○区××

△△ ××

✓

✓ 令和〇 〇 〇

××センター

東京都〇〇区××

【宣言書 記載例】

宣言書の様式は、東京都都市
整備局HPよりダウンロード
（https://www.toshiseibi.met
ro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihat
su/kenchiku_kakunin/horei_s
hido/kenchikubutsu）

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu


３ 設計住宅性能評価等

■確認申請書への記載例

確認申請書第二面【８．建築物エネルギー消費性能確保計画の提出】
への記載方法

✓

設計住宅性能評価を受けた場合は、「設計住宅性能評価」
長期優良住宅の認定又は長期使用構造等の確認を受けた場合は、
「長期優良住宅認定」又は「長期使用構造等確認」と記入



４ 低炭素建築物認定・性能向上計画認定

■確認申請時の必要書類

■手数料
確認申請手数料のみになります。

上記書類は、確認申請の審査期間末日の３日前までに提出が必要

以下の書類のいずれかを添付して提出

□ 低炭素建築物等新築計画認定を受けている場合 低炭素建築物認定通知書又はその写し

□ 性能向上計画認定を受けている場合 性能向上計画認定通知書又はその写し

■確認申請書への記載例

確認申請書第二面【８．建築物エネルギー消費性能確保計画の提出】
への記載方法

✓

低炭素建築物等新築計画認定を受けた場合は「低炭素建築物認定」
性能向上計画認定を受けた場合は「性能向上計画認定」と記入



５ 完了検査時に必要な書類

番号 図書の種類 提出資料 根拠法令

① 共通

省エネ基準工事監理状況報告書

（仕様基準、仕様・計算併用法、

標準計算法）

東京都建築基準法施行細則

第15条の４第2項第５号

② 省エネ適判を受けた場合 省エネ適判に要した図書及び書類
建築基準法施行規則

第4条第4号イ

③

設計住宅性能評価により

省エネ適判を省略した場

合

設計住宅性能評価に要した図書及び書

類

建築基準法施行規則

第4条第4号ロ

④

設計住宅性能評価を活用

して省エネ適判を省略し

た場合で、建設住宅性能

評価のための検査を受け

た場合

検査報告書又はその写し
建築基準法施行規則

第4条第4号ハ

⑤

長期優良住宅認定又は長

期使用構造等の確認によ

り省エネ適判を省略した

場合

認定又は確認に要した図書及び書類
建築基準法施行規則

第4条第4号ニ

⑥
大臣認定により省エネ適

判を省略した場合
認定に要した図書及び書類

建築基準法施行規則

第4条第4号ホ（１）

⑦

性能向上計画認定により

省エネ適判を省略した場

合

認定に要した図書及び書類
建築基準法施行規則

第4条第4号ホ（２）

⑧

低炭素建築物認定通知に

より省エネ適判を省略し

た場合

認定に要した図書及び書類
建築基準法施行規則

第4条第4号ホ（３）

⑨
軽微な変更を実施してい

る場合

軽微な変更説明書

変更内容説明図書（ルートＡ，Ｂの場

合）

軽微変更該当証明書及び当該証明に要

した図書（ルートＣの場合）

東京都建築基準法施行細則

第15条の４第2項第５号

⑩
軽微な変更以外の変更を

実施している場合

②、③、⑤～⑧の変更に要した図書及

び書類
各根拠法令



５ 完了検査時に必要な書類

■省エネ基準工事監理状況報告書（東京都建築基準法施行細則別記様式）

都市整備局ＨＰにて公表
（https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/
kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu）
評価方法毎に様式が異なります。
複数の評価方法を用いる場合は、活用している評価方法毎に提出

■省エネ基準工事監理状況報告書第一面記載例

仕様基準（４F）

標準入力法等（１F）

標準計算法（２～３F）
複合建築物の例
２～４Ｆ 共同住宅
１Ｆ 非住宅

この場合に提出が必要な「省エネ基準工事監理状況報告書」
・第22号様式の10 省エネ基準工事監理状況報告書（仕様基準用）
・第22号様式の12 省エネ基準工事監理状況報告書（標準計算法用）
・第22号様式の15 省エネ基準工事監理状況報告書（標準入力法等用）

第一面
仕様基準用

  第一面
標準計算法用

    第一面
標準入力法等用

✓
✓

✓
✓

✓ ✓

他の階で活用して
いる評価方法を選択

標準入力法等  １階

標準計算法  201～205号室、301～305号室

仕様基準   401～405号室

標準入力法等  １階

仕様基準   401～405号室

標準計算法  201～205号室、301～305号室 他の階で活用して
いる評価方法毎に
該当する部屋番号や
階数を記入

https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu
https://www.toshiseibi.metro.tokyo.lg.jp/kenchiku_kaihatsu/kenchiku_kakunin/horei_shido/kenchikubutsu


6 評価方法の変更

■評価方法を変更した際の取り扱いについて

引用：国土交通省「省エネ基準適合義務制度の解説」

国土交通省「省エネ基準適合義務制度の解説」P24
（ https://www.mlit.go.jp/common/001852347.pdf）

変更内容によって、省エネ適判の要否が異なります。

詳細については、下記の国土交通省資料を参照

一般財団法人 住宅・建築 SDGｓ推進センター
「建築物省エネ法に基づく省エネ基準適合義務制度等
に係る手続きマニュアル」P43
（ https://www.mlit.go.jp/common/001875454.pdf）

https://www.mlit.go.jp/common/001852347.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001875454.pdf


７ Ｑ＆Ａ

■国土交通省ＨＰ
建築物省エネ法のよくある質問と回答が公開されています。

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/shoenehou.html

こちらにアクセス

次ページ

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/shoenehou.html
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